
２０１１年１１月１０日

南海電気鉄道株式会社

２０１２２０１２年３月期年３月期
第２四半期第２四半期 決算説明会決算説明会
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本日の内容

１．2012年3月期 第2四半期決算の概要 ・・・・・・・・・ Ｐ ２

２．セグメント別の状況（2012年3月期第2四半期） ・・ Ｐ ５

３．2012年3月期の業績予想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１４

４．中期経営計画「凜進１３０計画」の進捗状況・・・・・ Ｐ１８
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１）業績ハイライト
（単位：百万円・％）

－

△１０．７

△９．６

△２．８

増減率

３，７３３３，６０６△１２６
四半期純利益又は

四半期純損失（△）

△８１５６，７６９７，５８４経 常 利 益

△１，１２１１０，５５５１１，６７６営 業 利 益

●営業収益

東日本大震災や台風の影響等により、
運輸業が減収となったほか、不動産
業の分譲マンションの販売減少等に
よる減収

●営業利益

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業を除き減益

●四半期純利益

前年同期に下記会計方針変更に伴う
ﾀｯｸｽﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞの見直しによる繰延税
金資産の取崩しがあったことによる反
動増

△２，５９３８９，４６３９２，０５６営 業 収 益

増減理由増減額2011年9月期2010年9月期

１１．２０．２０１２１２年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

会計方針の変更 ：鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事
（2010年9月期） 負担金等を受領して固定資産を取得した場合には、取得原価の総額を固定資産に計上しておりましたが、

当該工事負担金等を取得した固定資産の取得原価から直接減額する方法に変更いたしました。
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１１．２０．２０１２１２年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

２）資産、負債及び純資産の状況

長期借入金の減少△４，０８４４８９，５３８４９３，６２３有利子負債残高

△５，６７７７９３，７７７７９９，４５５負債純資産合計

△３８１１２８，０８５１２８，４６７純 資 産

△５，２９５６６５，６９２６７０，９８８負 債 合 計

△５，６７７７９３，７７７７９９，４５５資 産 合 計

△１，１４０７１６，７５３７１７，８９３固 定 資 産

●流動資産

現金及び預金の減少及び大型工事未収金の回
収等による減少

●固定資産

連続立体交差化工事の進捗等による建設仮勘
定の増加があったものの、減価償却の進捗や保
有株式の株価下落による投資有価証券の減少
による減少

●負債

借入金の返済、支払手形及び買掛金の減少等
による減少

●純資産

四半期純利益の計上があったものの、剰余金の
配当やその他有価証券評価差額金の減少によ
る減少

△４，５３７７７，０２４８１，５６２流 動 資 産

増減理由増減額2011年9月末2011年3月末

（単位：百万円）
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１，６１８

９９０

△４，５９８

増減額

△６，８７２

△７，１１２

１１，９１３

2011年9月期

●営業活動によるキャッシュ・フロー

売上債権の増加による収入の減少

●投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出の減少

●財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出の減少

増減理由

△８，４９１

△８，１０３

１６，５１１

2010年9月期

財務活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

営業活動による

キャッシュ・フロー

１１．２０．２０１２１２年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

３）キャッシュ・フローの状況
（単位：百万円）
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建設業

（５社）

その他の事業

（５社）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業
（２２社）

流通業

（６社）

不動産業

（４社）

運輸業

（２９社）

【連結子会社５１社・非連結子会社１１社・関連会社５社（うち持分法適用会社３社）】

セグメントの構成状況セグメントの構成状況 （２０（２０１１１１年年９９月末現月末現在在））

営業収益 （単位：億円） 営業利益 （単位：億円）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）

※当社は複数セグメントに重複して含まれております。

運輸
420

（41.3%）

不動産
111

（11.0%）

流通
119

（11.8%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
171

（16.8%）

建設
189

（18.6%）

その他
5

（0.5%）

増減（対 ２０１１年３月末現在） 連結子会社の減少 ２社（株式会社クマコー旅行及び株式会社ジオナンカイトラベル）

運輸
52

（50.1%）不動産
34

（32.4%）

流通
8

（8.3%）

建設
5

（5.1%）

その他
0

（0.2%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
4

（3.9%）
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△２．８

△２９．３

△４．５

３．８

２．２

△７．４

△２．２

増減率

９２，０５６

△１１，８９５

７７４

１９，８４１

１６，５３７

１１，７１６

１２，０５６

４３，０２４

2010年9月期

△８８９１１，１６７不 動 産 業

△２，５９３８９，４６３合 計

△１２，４２８調 整 額

△２２７５４７そ の 他 の 事 業

△８８９１８，９５１建 設 業

６２９１７，１６７レ ジ ャ ー ･ サ ー ビ ス 業

２５９１１，９７５流 通 業

△９４２４２，０８２運 輸 業

増減額2011年9月期

１）セグメント別営業収益
（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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△９．６

△７４．２

△２０．９

５．６

△１４．４

△１１．８

△６．３

増減率

１１，６７６

１０

７９

６８１

３９０

１，０１７

３，８６６

５，６２９

2010年9月期

△４５６３，４１０不 動 産 業

△１，１２１１０，５５５合 計

２６調 整 額

△５９２０そ の 他 の 事 業

△１４２５３９建 設 業

２２４１３レ ジ ャ ー ･ サ ー ビ ス 業

△１４６８７０流 通 業

△３５４５，２７５運 輸 業

増減額2011年9月期

２）セグメント別営業利益
（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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△６．３

△２．２

１０．９

３．０

△３．１

△２．０

５．０

△２．６

増減率

△３５４５，２７５５，６２９営 業 利 益

４３，０２４

△２，７８３

１，９８５

１，７９２

１，０１７

１２，２７７

６７３

２８，０６１

2010年9月期

３３７０７軌 道 事 業

△９４２４２，０８２営 業 収 益

△３，０１６調整額（セグメント内）

２１６２，２０２車 両 整 備 業

５３１，８４５貨 物 運 送 業

△３２９８５海 運 業

△２３９１２，０３８バ ス 事 業

●鉄道事業及びバス事業

東日本大震災や台風上陸の影響等
による減収

●車両整備業

原油価格上昇に伴う燃料販売収入の
増収

△７４１２７，３２０鉄 道 事 業

増減理由増減額2011年9月期

３）運輸業の実績 （減収減益）
（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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１１３，６７１

７１，０８０

４２，５９１

２６，０５４

１１，５１１

１４，５４２

2011年9月期

△１．７

△１．１

△２．７

△２．３

△１．８

△２．６

増減率

１１５，６６３合 計

７１，８９１定 期

４３，７７２定 期 外輸
送
人
員

２６，６５６合 計

１１，７１７定 期

１４，９３８定 期 外旅
客
収
入

2010年9月期全 線

３，５８８

１，７２０

１，８６８

２，１１９

５５０

１，５６９

2011年9月期

△６．３

△４．７

△７．８

△６．２

△４．３

△６．９

増減率

３，８３０合 計

１，８０４定 期

２，０２６定 期 外輸
送
人
員

２，２５９合 計

５７４定 期

１，６８４定 期 外旅
客
収
入

2010年9月期空港線

（単位：百万円 ・千人・％）
鉄道旅客収入と輸送人員表

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）

（単位：百万円 ・千人・％）
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△１１．８

△７．４

△２８．６

△２．２

増減率

△４５６３，４１０３，８６６営 業 利 益

１２，０５６

△１５０

２，７１０

９，４９６

2010年9月期

△８８９１１，１６７営 業 収 益

△５７調整額（セグメント内）

△７７４１，９３５不 動 産 販 売 業

●不動産賃貸業

南海都市創造㈱との合併による減収
減益

●不動産販売業

分譲マンションの販売減少による減収

●主な利益内訳

不動産賃貸業 3,800（△458）

不動産販売業 △401（△20）

△２０７９，２８９不 動 産 賃 貸 業

増減理由増減額2011年9月期

（単位：百万円・％）
４）不動産業の実績 （減収減益）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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△１４．４

２．２

５８．９

△１．３

△３．８

増減率

△１４６８７０１，０１７営 業 利 益

１１，７１６

△８２０

３４０

６，４９１

５，７０５

2010年9月期

２５９１１，９７５営 業 収 益

△４６０調整額（セグメント内）

２００５４１そ の 他

△８４６，４０６物 品 販 売 業

●ショッピングセンターの経営

なんばＣＩＴＹリニューアル効果があった
ものの、南海都市創造㈱との合併によ
る減収

●その他

レンタルＤＶＤ店拡大による増収

△２１７５，４８７
ショッピングセンター

の経営

増減理由増減額2011年9月期

５）流通業の実績 （増収減益）
（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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５．６

３．８

△４．０

△１５．８

４．４

１２．８

△５．２

△２３．０

△１．５

２２．９

増減率

１６３９４３７７印 刷 業

１，０７７９，５１５８，４３８ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業

６２９１７，１６７１６，５３７営 業 収 益

２２４１３３９０営 業 利 益

△９９９

３，２２７

６４７

２，６１９

６６３

９５５

６０７

2010年9月期

△１０２５４４広 告 代 理 業

△１４９４１旅 行 業

△１，０６７調整額（セグメント内）

△１２７３，０９９そ の 他

△１３７２，４８１競 艇 施 設 賃 貸 業

△１５２５１１ホ テ ル ・ 旅 館 業

●遊園事業

みさき公園入園者数増加による増収

●ホテル・旅館業

東日本大震災や台風上陸に伴う宿泊
者数減少による減収

●競艇施設賃貸業

営業日数減少に伴う舟券売上の減少
による減収

●ビル管理メンテナンス業

設備工事の増加による増収

１３８７４６遊 園 事 業

増減理由増減額2011年9月期

６）レジャー・サービス業の実績 （増収増益）
（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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△２０．９

△４．５

△１００．０

△２．０

増減率

●建設業

東日本大震災による一部建築資材の
枯渇及び労務費の上昇等による減益

●建築材料卸売業

南海砂利㈱株式譲渡（前年11月）

△３８５１８，９５５１９，３４１建 設 業

△１４２５３９６８１営 業 利 益

△８８９１８，９５１１９，８４１営 業 収 益

△２１３

７１３

2010年9月期

△３調整額（セグメント内）

△７１３－建 築 材 料 卸 売 業

増減理由増減額2011年9月期

△７４．２

△２９．３

△２９．２

増減率

△５９２０７９営 業 利 益

△２２７５４７７７４営 業 収 益

△２

７７７

2010年9月期

△２調整額（セグメント内）

△２２７５５０そ の 他

増減理由増減額2011年9月期

８）その他の事業の実績 （減収減益）

７）建設業の実績 （減収減益）

（単位：百万円・％）

（単位：百万円・％）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（２０１２年３月期（２０１２年３月期 第２四半期）第２四半期）
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１２．１倍

４９９，６００

４１，４００

２２，６００

４３，８００

６，１００

１１，１００

１８，８００

１９５，９００

期初予想額

2012年3月期

１２．４倍

４９８，８００

４０，３００

２２，６００

４０，２００

５，３００

９，９００

１７，７００

１９２，９００

修正予想額

△８００

△１，１００

－

△３，６００

△８００

△１，２００

△１，１００

△３，０００

期初予想

との差異

●営業収益

東日本大震災や台風の影響により運輸業
において減収を見込むとともに、不動産業、
流通業における事業計画の見直しによる
減収

●営業利益

減収による減益

●投資額

工事時期の見直しや工事金額の圧縮によ
る減少

●有利子負債残高

投資額の抑制による減少

増減理由

有利子負債残高

／ＥＢ ＩＴＤＡ倍率

有利子負債残高

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ※

減 価 償 却 費

投 資 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

１１．６倍

４９３，６２３

４２，５２１

２２，６２０

２０，７３６

３，０５４

１１，４６６

１９，９００

１８６，１６４

2011年3月期

実 績

※ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費

（単位：百万円）

３３．．２０１２年３月期の業績予想２０１２年３月期の業績予想

１）業績ハイライト



15

期初予想

との差異
修正予想額期初予想額

１９５，９００

△２５，４００

１，４００

４２，５００

３８，７００

２７，８００

２６，４００

８４，５００

2012年3月期

１９２，９００

△２４，０００

１，４００

４３，１００

３８，７００

２４，０００

２５，９００

８３，８００

△３，０００

－

６００

－

△３，８００

△５００

△７００
●運輸業

東日本大震災や台風の影響を見込
み、鉄道事業及びバス事業におい
て減収

●不動産業

不動産賃貸業における事業計画の
見直しによる減収

●流通業

物品販売業における事業計画の見
直しによる減収

増減理由

合 計

調 整 額

そ の 他 の 事 業

建 設 業

レジャー・サービス業

流 通 業

不 動 産 業

運 輸 業

１，６６３

△２４，２０８

１８６，１６４

４１，１５７

３３，６５９

２３，４６６

２５，３３６

８５，０８８

2011年3月期

実 績

（単位：百万円）

３３．．２０１２年３月期の業績予想２０１２年３月期の業績予想

２）セグメント別営業収益
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期初予想

との差異
修正予想額期初予想額

１８，８００

△０

１００

１，０００

１，１００

１，３００

５，４００

９，９００

2012年3月期

１７，７００

１００

１００

１，０００

９００

１，１００

５，２００

９，３００

△１，１００

－

－

△２００

△２００

△２００

△６００
●運輸業

東日本大震災や台風の影響による
鉄道事業及びバス事業の減収によ
る減益

●不動産業

不動産賃貸業における事業計画の
見直しによる減収による減益

●流通業

物品販売業における事業計画の見
直しによる減収による減益

●レジャー・サービス業

東日本大震災や台風の影響による
ホテル・旅館業の減収による減益

増減理由

合 計

調 整 額

そ の 他 の 事 業

建 設 業

レジャー・サービス業

流 通 業

不 動 産 業

運 輸 業

１８０

△１２５

１９，９００

１，２２５

２０９

１，６８１

６，４５９

１０，２６９

2011年3月期

実 績

（単位：百万円）

３３．．２０１２年３月期の業績予想２０１２年３月期の業績予想

３）セグメント別営業利益
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△０．７

△０．５

△１．１

△１．０

△１．０

△１．０

増減率

（対前年）

△０．２

△０．６

０．３

△０．２

△０．６

０．２

増減率

（対前年）

２２５，５１５

１３８，６４３

８６，８７２

５２，２４３

２２，７９１

２９，４５２

2012年3月期

期初予想

２２４，４７０

１３８，８２５

８５，６４５

５１，７９２

２２，６８９

２９，１０３

2012年3月期

修正予想

△０．３

△０．６

０．０

△０．８

△１．５

△０．２

増減率

（対前年）

２２６，０６５合 計

１３９，４８４定 期

８６，５８１定 期 外輸

送

人

員

５２，３２９合 計

２２，９２２定 期

２９，４０７定 期 外旅

客

収

入

2011年3月期

実 績全 線

△２．７

△１．９

△３．３

△２．６

△１．７

△２．９

増減率

（対前年）

０．５

０．４

０．６

０．１

０．４

０．１

増減率

（対前年）

７，４９３

３，５５９

３，９３４

４，３９４

１，１３５

３，２５９

2012年3月期

期初予想

７，２５９

３，４７８

３，７８１

４，２７２

１，１１１

３，１６１

2012年3月期

修正予想

０．８

０．５

１．１

１．０

０．３

１．３

増減率

（対前年）

７，４５７合 計

３，５４５定 期

３，９１２定 期 外輸

送

人

員

４，３８８合 計

１，１３０定 期

３，２５７定 期 外旅

客

収

入

2011年3月期

実 績空港線

４）運輸業 鉄道旅客収入と輸送人員表
（単位：百万円 ・千人・％）

３３．．２０１２年３月期の業績予想２０１２年３月期の業績予想

（単位：百万円 ・千人・％）
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「凜進１３０計画」の基本方針と数値目標（2011年度～2014年度）

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

①連結営業収益 ２，３００億円以上

②連結経常利益 １３０億円以上

③連結有利子負債残高／ＥＢＩＴＤＡ倍率 １０倍台

１）基本方針

２）数値目標（最終年度２０１５年３月期）

① 観光・インバウンドビジネスの推進

② 不動産・流通事業の拡大

③ 新たな事業領域への進出

④ なんばのまちづくり推進

⑤ グループ経営基盤の強化

※ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費
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４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

成長戦略の実現に向けた推進体制の構築

◆観光・インバウンドビジネスの推進体制の整備

・観光・インバウンド戦略の企画・立案・推進を担当する組織を新設

・組織横断的な「インバウンド推進委員会」にて、インバウンドの取り組みを強化

＜主な取り組み＞
・京都・関空アクセスきっぷの販売（2011年5月）
・４か国語対応レールマップの配布開始（2011年10月）
・観光・インバウンド対応商品の開発
・情報発信の強化

◆事業の拡大と成長に向けたＭ＆Ａ、アライアンスを検討・推進する組織を新設

京都アクセスきっぷ

◆不動産・流通事業の拡大に向けた組織再編を実施
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１）運輸業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

■公共交通機関として安全・安心の維持・向上

建設中の泉大津連立

バリアフリー化工事を実施した
みさき公園駅

◇環境に優しい公共交通機関として安全・安心の維持・向上

◇人口減等将来の社会構造に適応した効率的な事業体制構築

◇海外からのインバウンドを含む、沿線外からの旅客誘致の推進

①新型ＡＴＳの整備等、安全投資を実施
・2010年度実績：約５０億円、2011年度計画：約８０億円

②駅バリアフリー化工事の推進
・2010年度：みさき公園駅をはじめとする８駅の工事完了
・2011年度：美加の台駅をはじめとする５駅で工事着工

③南海線で連続立体交差事業を推進
・堺市内、高石市内、泉大津市内
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１）運輸業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

①新たな旅客誘致策の強化
・新型特急「サザン」１２０００系運転開始

（2011年9月）
・ＩＣカードによる全国相互利用に向けた取組み推進

（2013年春予定）

新型特急「サザン」12000系
（サザン・プレミアム）

■沿線外からの旅客誘致推進

②関西空港関連輸送の拡充、新規バス路線の開設
・新規リムジンバス路線の開設 「関西空港～津山線」 （2011年7月）
・リムジンバス路線の増便 「関西空港～京都線」 （2011年7月）
・新規バス路線の開設 「堺東・堺～南港（ＡＴＣ）」 （2011年9月）

■効率的な事業体制の構築

①鉄道建設工事推進体制の効率化

②仕様（質・量）を落とさない工事費削減の取組み

③支線の係員配置の見直しによる業務委託費の削減
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２）不動産業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

・堺市内高架下で事務所施設賃貸 2012年2月開業予定
・大阪市内高架下で事務所施設賃貸 2012年2月開業予定

（賃貸業）

◇新規物件取得や新たな事業領域への進出による事業拡大

（販売業）

◇既存物件の早期資金回収の継続及びマンション・戸建分譲事業の拡大

■高架下における賃貸事業の展開

駅間の高架下用地等を利用し、駐車場の経営、貸事務所の
運営等お客さまのニーズに応えた多角的な事業活動を展開

高架下事業の展開

■賃貸業 新規賃貸物件の取得

首都圏のオフィスビルを中心に取得検討中
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２）不動産業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

～デラッセ天王寺玉造～
【物件概要】
所在地：大阪市天王寺区
建物構造：鉄筋コンクリート造地上１５階建
総戸数：５６戸
入居開始：２０１３年１月下旬予定

■販売業 マンション分譲の展開

阿倍野松崎町レジデンス（イメージ）

６２６戸堺市北区ビッグカーサ堺しらさぎ駅前（※）

４９戸大阪市住之江区メゾンドデラッセ住ノ江安立

７４戸大阪市阿倍野区阿倍野松崎町レジデンス（※）

３２１戸大阪市浪速区なんばグランドマスターズタワー（※）

物件戸数物件所在地物件名称

（参考） 2011年度 主な分譲マンション物件

（※）他社との共同事業物件

デラッセ天王寺玉造（イメージ）

■販売業 既存物件の早期資金回収

「彩の台」や「つばさが丘」を中心に既存住宅地の販売促進
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３）流通業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

①なんばＣＩＴＹ再生リニューアルグランドオープン

リニューアルオープン時のなんばＣＩＴＹ

②なんばパークスリニューアル

◇既存商業施設のブラッシュアップによる収益力の向上

◇収益基盤の拡充

～小売・飲食事業等の強化・拡大、ＰＭ機能強化～

■既存商業施設のブラッシュアップによる収益力の向上

約５億円投資総額

７５店舗対象店舗

２０１２年３月予定オープン時期

約４７億円投資総額

８６店舗対象店舗

２０１１年４月２６日オープン日

深化し続ける施設を目指し、２期物販店エリアを
中心としたテナント入替えを実施

リニューアルにより、ファッション、雑貨、カフェを中心に
８６店舗が新しくオープン。周辺との回遊性とにぎわいを創出
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３）流通業

４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

梅田駅の店舗（イメージ）

①駅ナカ事業の沿線外展開

■収益基盤の拡充

南海グループの南海商事と東急不動産の共同事業体が大阪市交通局御堂筋線の駅ナカ
事業の運営管理予定者に決定。テナントリーシングからマネジメントまでを一貫して行い、
「駅ナカ商業施設」の受託運営を展開。

約９５３㎡２０１３年１０月頃大阪市交通局御堂筋線 なんば駅

約４７３㎡２０１４年４月頃大阪市交通局御堂筋線 梅田駅

約６２７㎡２０１３年４月頃大阪市交通局御堂筋線 天王寺駅

延べ面積オープン時期事業対象場所

②高齢者専門宅配弁当事業に参入（2011年9月）

シニア層向けの沿線生活支援事業の一環として宅配弁当事業を
徳島県内で開始。
今後は大阪府や和歌山県での事業展開に向けて検討を推進。

宅配弁当の一例
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４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

４）レジャー・サービス業

②葬祭ビジネスの拡大
・８号店「ティア美原」開業（2011年5月）
・９号店「ティア大野芝」開業（2011年10月）
・１０号店「ティア大阪狭山」（今冬開業予定）

①ビル管理メンテナンス業
ビルメンテナンス業や施設の運営代行事業などを中心
に関西圏、首都圏において新規管理物件を獲得

葬儀会館ティア美原店

（レジャー）

◇グループ連携力による国内外からの顧客誘致の促進

（サービス）

◇収益基盤の拡充

～ビルメンテナンス事業、葬祭事業、マンション管理事業、ＰＰＰ事業等～

■収益基盤の拡充
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４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

５）建設業

・民間非住宅分野、首都圏での受注拡大

・工事原価管理の一層の強化と諸経費削減の推進

◇グループ連携による鉄道関連工事分野に続く事業領域の育成

◇与信管理の徹底等による経営基盤の整備・強化

６）その他

・環境活動への取組み
南海電鉄本社でのISO14001の認証取得に向けた取組み（2012年3月取得予定）
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４４．．中期中期経営計画経営計画「凜進１３０計画」「凜進１３０計画」のの進捗進捗状況状況

〈参考〉なんばのまちづくり推進

南海会館ビル建替計画について

１．事業方針
○Ｚｅｐｐ誘致による広域からの集客力向上
○大阪府立大学誘致による観光・インバウンド戦略拠点の構築

２．施設構成
○Ｚｅｐｐ Ｎａｍｂａ（OSAKA）【ライブホール】、オフィスビル

３．オフィスビルの概要
○構 成：大阪府立大学、南海電鉄本社
○構 造：鉄骨造 地上１２階建て
○延床面積：約１６，７００㎡
○工事着工：2011年9月

４．スケジュール
○Ｚｅｐｐ Ｎａｍｂａ（OSAKA）（2012年春オープン予定）
○オフィスビル（2012年12月完成予定）
○本社機能移転完了（2013年3月予定） 難波Ｃ街区計画（イメージ）

難波Ｃ街区計画について

■南海会館ビル建替え先行工事着手（2011年7月）
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南海電気鉄道株式会社
〒542-8503 大阪市中央区難波五丁目１番60号
経営政策室 経営企画部（ＩＲ担当）
ＴＥＬ：06-6644-7105 ＦＡＸ：06-6644-7108
ＵＲＬ：http://www.nankai.co.jp/

本資料は投資勧誘を目的とした資料ではありません。あくまでも参考資料であり、正確な決算数値等は決算短信・有価証券
報告書等をご参照ください。本資料で記述しております業績予想及び将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づいて算
定しておりますが、需要動向などの業況の変化、物価変動等、多分に不確実要素を含んでおります。そのため、実際の業績
は、様々な要因の変化により業績予想と乖離する場合がありますので、ご承知おきいただきますようお願いいたします。

ＩＲのお問い合わせ先ＩＲのお問い合わせ先
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